
バックナンバー
はこちら！

茅
野
市
を
変
え
る

茅
野
市
は
変
わ
る

～

今
し
か
な
い
、

未
来
の
た
め
の
行
財
政
改
革

～

茅野市では、市民のみなさんが安心して暮らせる未来を守るため、５年先までの財政運営に大きな影響を

与える大規模な事業の費用や実施時期を把握し、市の財政状況を毎年推計しています。令和８年度の推計

結果がまとまりましたのでお伝えします。

茅野市の財政状況とこれからの見通しについて

問　財政課　財政係　☎72-2101 （内線164・165） ／行革推進係 （内線168）
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一般財源必要額の推計と基金取崩額

基金残高の推計 （決算を考慮した場合）

今後の取組

●一般財源とは … 使い道に指定がなく地方自治体が自由に使えるお金のこと (例：市税、 地方交付税など)

●基金とは … 特定の目的のために積立てた、家庭でいう預貯金のこと (例：財政調整基金、減債基金、公共施設整備等基金など)

用語解説

財源不足額
約５０億円

令和８年度（予算額） 令和９年度 令和１０年度

一般財源必要額

一般財源総額
（基金取崩額を除く）

204億3032万円 206億7355万円 211億7336万円 205億1601万円 204億1799万円

基金取崩額 9億7000万円 ９億8155万円 10億528万円 9億7407万円 9億6942万円

令和１2年度

214億32万円 216億5510万円 221億7864万円 214億9008万円 213億8741万円

令和１１年度

今年度の推計では、５年間で約５０億円の財源不足が生じる見込となりました。

約５９億円の財源不足だった昨年度の推計結果からは好転しています。

【令和８年度推計】

【参考　昨年度の推計】
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令和１２年度以降に

基金が０円に

●企業誘致による地域経済の活性化 （税収の増加）

●市有財産の売却や活用 （新たな財源の確保）

●事業の効果を厳しくチェックし、 必要な施策へ予算

を配分するためのマネジメントシステムの再構築

歳入の確保●❶

予算編成の見直し●❸

●総合計画に基づく事業実施の企画と実施

●長期的な大型事業の実効性のある計画策定と管理

事業の適正化●❷

●事業や組織の見直しと連動した職員の適正配置と

総数管理

組織・人事の最適化●❹

なぜ改革が必要なのか？

昨年度と比較すると、 基金残高の推計は改善し

ました。 これは令和６年度に基金の取崩しを行

わなかったことや市税やふるさと納税などの収

入が増えたためです。

しかし、 超高齢化による社会保障関連費の増大

などにより、事業費全体は増加傾向にあります。

「基金を取り崩さないと予算が組めない」 とい

う根本的な財政構造は依然として変わってい

ません。

今後見込まれる大規模な事業や災害への備え

を万全にするためには、 基金に頼らない 「自立

した財政運営」 への転換が欠かせません。 同時

に、 少子化に伴う職員数の減少を見据え、 市民

サービスを維持するための業務の見直しや少な

い職員数に見合った組織への転換も急務と

なっています。

時代の変化に合わせ、 変えるべきものはこのタ

イミングで変え、 持続可能な茅野市を次世代に

引き継ぐための改革を進めてまいります。
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